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第５６期 貸借対照表・損益計算書            東京都中央区銀座 8-16-6 

令和６年６月２７日                             ス ト ラ パ ッ ク 株 式 会 社 

                                              代表取締役社長執行役員 下 島 敏 章 

14,737,112 5,707,690

5,908,223 210,982

600,677 2,224,599

1,948,067 1,054,253

3,133,512 1,024,447

1,058,279 180,682

444,766 432,173

659,004 249,330

116,371 82,224

72,999 175,349

258,180 3,000

510,750 70,647

26,818

△ 538

4,196,130

3,712,060

9,063,389 156,855

3,808,285 167,253

1,627,515 101,806

115,127 58,154

30,770

7,701 9,903,821

58,908

1,968,262 13,828,451

44,032 100,000

30,731

11,519 2,461,764

1,781 900,000

1,561,764

5,211,071 11,576,474

160,775 71,700

2,660,930 11,504,774

205,808 1,274,000

1,960,000 10,230,774

223,412 △ 309,786

16,672

90,488 68,228

30,359 68,228

△137,375 13,896,680

23,800,501 23,800,501

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

商 品 及 び 製 品 未 払 金

資 産 の 部

 流　動　資　産  流　動　負　債

現 金 及 び 預 金 支 払 手 形

受 取 手 形 電 子 記 録 債 務

負 債 の 部

電 子 記 録 債 権 買 掛 金

売 掛 金 一 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金

関係会社短期貸付金 そ の 他

仕 掛 品 未 払 費 用

原 材 料 未 払 法 人 税 等

前 渡 金 未 払 消 費 税

前 払 費 用 前 受 金

未 収 入 金 製 品 保 証 引 当 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 固　定　負　債

長 期 借 入 金

 固　定　資　産 繰 延 税 金 負 債

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

建 物 役員退職慰労引当金

そ の 他 資 本 準 備 金

ソ フ ト ウ エ ア

構 築 物 そ の 他

機 械 及 び 装 置

車 輌 運 搬 具 負　債　合　計

工 具 器 具 備 品 （純資産の部）

土 地  株　主　資　本

無 形 固 定 資 産 資 本 金

資 産 合 計 負債及び純資産合計

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 自 己 株 式

出 資 金

保 険 積 立 金 評 価 ・ 換 算 差 額 等

貸 倒 引 当 金 純資産合計

関 係 会 社 株 式 そ の 他 利 益 剰 余 金

関 係 会 社 出 資 金 別 途 積 立 金

長 期 貸 付 金 繰 越 利 益 剰 余 金

（単位：千円）

貸 借 対 照 表
（令和６年３月３１日現在）

そ の 他 その他有価証券評価差額金

そ の 他 資 本 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産 利 益 剰 余 金

投 資 有 価 証 券 利 益 準 備 金

電 話 加 入 権 資 本 剰 余 金
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16,694,341

12,418,810

4,275,531

3,217,063

1,058,467

274,126

47,683

86,614

9,413 417,837

19,850

57,778

80,350

6,729 164,708

1,311,596

150,559

95,488 246,048

1,065,548

法人税、住民税及び事業税 394,045

△ 37,244 356,801

708,747

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

税 引 前 当 期 純 利益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損

減 損 損 失

匿 名 組 合 投 資 損 失

関係会社貸倒引当金繰 入額

そ の 他

経 常 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

受 取 賃 貸 料

為 替 差 益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

売 上 総 利 益

損 益 計 算 書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

売 上 高

売 上 原 価

(単位：千円）

 

 

 

 

 



－３－ 

(単位：千円）

利益剰余金

資本準備金
そ 　の　 他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　 　計

利益準備金

令和5年4月1日残高 100,000 900,000 1,561,764 2,461,764 71,700
事業年度中の変動額

剰余金の配当 -                  
自己株式の取得 -                  
当期純利益 -                  
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

-                  

事業年度中の変動額合計 -               -                   -               -                  -               
令和6年3月31日残高 100,000 900,000 1,561,764 2,461,764 71,700

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

令和5年4月1日残高 1,274,000 9,571,660 10,917,360 △ 85,947 13,393,177
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 49,633 △ 49,633 △ 49,633
自己株式の取得 -               △ 223,839 △ 223,839
当期純利益 708,747 708,747 708,747
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

-               -               

事業年度中の変動額合計 -               659,113 659,113 △ 223,839 435,274
令和6年3月31日残高 1,274,000 10,230,774 11,576,474 △ 309,786 13,828,451

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

令和5年4月1日残高 33,020 33,020 13,426,198
事業年度中の変動額

剰余金の配当 -                   △ 49,633
自己株式の取得 -                   △ 223,839
当期純利益 -                   708,747
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

35,207 35,207 35,207

事業年度中の変動額合計 35,207 35,207 470,482
令和6年3月31日残高 68,228 68,228 13,896,680

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産
合　 計

株主資本等変動計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

株　　主　　資　　本

資　本　金

資　本　剰　余　金

株　　主　　資　　本

利　益　剰　余　金

自己株式
株主資本
合　　　計

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　　 計
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個別注記表 

 
１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

（１） 資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式  移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの   

決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております） 

市場価格のない株式等   

移動平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準および評価方法 

商品  先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法により算定） 

製品・原材料・仕掛品 

主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 
 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）及び平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構

築物については、定額法を採用しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。ただし、自社使用のソフトウエアについては、社内

における見込利用期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

③ リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
 

（３） 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率によ

って計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
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金資産の見込額に基づき計上しております。 

（1）退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 

（2）数理計算上の差異の費用処理方法 

当事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（８年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用

処理しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

④ 製品保証引当金 

契約により製品の販売後一定期間無償保守サービスを行うための保証工事費

の支払いに備えるため、売上高に対する過去実績率により算定した額を計上し

ております。 
 

（４）収益及び費用の計上基準 

製品又は商品の販売に係る収益は、主に製造又は卸売等による販売であり、 顧

客との販売契約に基づいて製品又は商品を引き渡す履行義務を負っております。

当該履行義務は、製品又は商品を引き渡す一時点において、顧客が当該製品又

は商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識してお

ります。 

ただし、製品又は商品の国内の販売においては、出荷時から製品又は商品の支配

が顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間である場合には出荷時点で収益

を認識しております。 

受注制作の全自動梱包ライン及び新聞包装ラインの販売に係る収益は、主にシス

テムラインの受注制作による販売であり、顧客との契約に基づいてシステムラインを

引き渡す履行義務を負っております。当該契約は、一定の期間にわたり履行義務を

充足する取引であり、少額もしくはごく短期の契約を除き、履行義務の充足に係る

進捗度に応じて収益を認識しております。 

なお、履行義務の充足に係る進捗度の合理的な見積りができない場合は、原価回

収基準を適用しております。 
 

（５）その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① ヘッジ会計の方法 

為替予約については、振当処理の要件を満たしているため、振当処理を採用

しており、また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、

特例処理を採用しております。 
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２．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度末の発行済株式の種類および総数 

普通株式        ２,８９１,６５０ 株 
 

（２）当事業年度末における自己株式の種類および株式数 

普通株式         １８７，１２０ 株 
 

 （３）配当に関する事項 

 ① 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

令和5年6月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 49,633 千円　 17.50円　
令和5年
3月31日

令和5年
6月30日

 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

令和６年６月２７日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に

関する事項を次のとおり予定しております。 

配当金の総額    ５４，０９０千円 

１株当たり配当額       ２０．００円（創業９０周年記念 5.00 円含む） 

基準日         令和６年３月３１日 

効力発生日      令和６年６月２８日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

３．収益認識に関する注記 

① 収益を理解するための基礎となる情報 

個別注記表「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（４）収益及び費用

の計上基準」に記載しているため注記を省略しています。 

 

４．その他の注記 

減損損失 

① 減損損失を認識した資産の概要 

場所 用途 種類 金額（千円）

大阪府大阪市 事業用資産 土地 68,261                       

福岡県太宰府市 事業用資産 土地 27,227                       
 

② 減損損失の認識に至った経緯 

収益性の低下した事業用資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 
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③ 資産のグルーピングの方法 

減損損失の算定にあたっては、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フロ

ーから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資産の

グルーピングを行っております。 

④ 回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は固定資産

税評価額に基づき算定しております。 

 

 

 

 

 

 

 


